
広報 つ！　平成29年６月１日号12

納付月
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普通徴収
(納付書または口座振替)

特別徴収
(公的年金からの引き落とし)

公的年金の所得に係る
税額の1/4ずつ

公的年金の所得に係る
税額の1/6ずつ
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平成29年
８月

平成29年
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平成29年
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平成30年
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納付
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前年度の公的年金の
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今年度の公的年金の
所得に係る税額から

仮徴収分を引いた額の1/3ずつ

特別徴収
(仮徴収)

特別徴収
(本徴収)

納税通知書を送付します
個人市民税・県民税

　平成28年中の所得に対する個人市民税・県民税の年税額が決定しましたので、該当
する人には納税通知書を６月に送付します。納付方法は、以下の３通りに分かれます。

問い合わせ　市民税課　Ｔ229－3130　Ｆ229－3331

　公的年金を受給している人が、個人市民税・県民税のうち公的年金の所得に係る税額を公的
年金からの特別徴収(引き落とし)により納付します。
　平成28年度に公的年金から特別徴収されていない人で、次の対象に該当する人は、「今年度
から対象の人」の納付方法で特別徴収が開始されます。６月に発送する「平成29年度市民税・
県民税納税通知書」に同封のお知らせでご確認ください。
対　象（以下のすべてに該当する人）
●平成29年４月１日時点で65歳以上(昭和27年４月２日以前生まれ)の人
●平成29年度個人市民税・県民税が課税されていて、公的年金所得に係る税額がある人
●公的年金から介護保険料が特別徴収(引き落とし)されている人

　納税通知書に同封の納付書で、６月・８月・
10月・翌年１月の４回の納期に分けて、各個人
で、金融機関やコンビニエンスストアなどから納
付してください。金融機関などで口座振替手続き
をしている人は、指定の口座から引き落とされま
す。

　給与支払者が６月から翌年５月までの年12回
に分けて給与から差し引き、市へ
納付します。給与からの特別徴収
になる人には事業所を通じて特別
徴収税額の決定通知書(納税義務者
用)が交付されます。

普通徴収
　

公的年金からの特別徴収　

　

給与からの特別徴収
　

※平成29年度の個人市民税・県民税のうち公的年金所得に係る税額が仮徴収額を下回った場合は後日差額分を還付します。この還付額を公的年金以外の所得に係る
　税額に充当することはできません。
※税額に変更があった場合などには、公的年金からの特別徴収が中止になることがあります。特別徴収が中止となった場合は、改めて納税通知書などでお知らせします。

今年度から対象の人
　個人市民税・県民税の年税額のうち公的年金所
得に係る税額の４分の１ずつをそれぞれ６月・８
月に普通徴収で納付していただき、公的年金所得
に係る税額の６分の１ずつが、それぞれ10月・12
月・翌年２月に公的年金から引き落とされます。
個人市民税・県民税の年税額のうち公的年金所得
以外の所得に係る税額は、給与からの特別徴収ま
たは普通徴収により納付してください。

昨年度から引き続き対象の人
　今年度の個人市民税・県民税の税額に関係なく
前年度の公的年金所得に係る税額の６分の１ずつ
がそれぞれ４月・６月・８月に仮徴収として公的年
金から引き落とされます。10月からは本徴収と
して、今年度の公的年金所得に係る税額から仮徴
収分を引いた金額の３分の１ずつを、それぞれ
10月・12月・翌年２月の公的年金から引き落とさ
れます。


